








研究の目的 

少子化の傾向が顕著となり、一方育児に不慣れな親が多くなってきている現状では、地域

における母子保健サービス事業がますます重要性を増してきている。母子保健サービスの

中核をなしているのは乳幼児健康診査であるが、そのあり方を見直し、改善・充実を図る

ことはまず重要である。同時にそれらサービスを担当する要員の資質の向上も必須である。

このため、本研究では乳幼児健康診査およびその事後措置の改善・充実、要員の教育・研

修等につき、地域の実状に照らして検討し、有効な施策を策定して行政に寄与しようとす

るものである。 


